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１． はじめに

平成 年病院経営管理指標によると、医療法人の一般病院における材料費比率は

％となっており、うち医薬品費が ％を占める。医療材料 医薬品 が病院経営

に影響をあたえることは明白である。病院経営の立場から医療材料（医薬品）の効率

的な院内物品物流管理業務 システムを導

入することにより業務効率の改善が得られる。それにより医療専門職の時間を創出し、

専門分野の仕事に傾注できることでその病院における医療の質を向上させる事につな

がると考える。そこで本稿では、２節では についてはじまりと定義、日本での歴

史、 の目的 の運用形態およびその実際をまとめる。先行研究から医療材料を

管理する看護師の業務への影響や日本の医療業界の医療材料の購買における課題につ

いて述べる。導入事例としてトヨタ記念病院、刈谷豊田総合病院での の導入時に

おける課題を確認する。３節では の活用による経営効率化についてまとめる。４

節では課題をふまえて経営に好影響をもたらす効率的な の運営とその導入方法に

ついて明らかにする。最後に５節では考察し総括する。
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２ 院内物流管理業務形態について

のはじまり

を直訳すると「供給・加工そして配送」

となる。ゴードン・フーセンが 年後半から 年に提唱したプランである。米

国での は中央無菌材料室の名称、あるいは中央化サポートサービス業務のことを

称している。米国の退役軍人局 の「

」によると、 の使命は患者の治療機材を必要な場所に

供給し、汚染物を浄化・滅菌室に回収する流れを確立することである。

の定義

年厚生労働省医政局「第 回医療機器の物流改善に関する懇談会」の資料

「 について」によると とは、病院が使用・消費する物品 医療材料を主とし

て、医薬品、試薬、滅菌・再生品、手術機器、鋼製器具、 機器、文具・日用雑貨、

印刷物、など の選定、調達・購入方法の設定、発注から在庫・払出・使用・消費・消

毒・滅菌・補充に至る一連の物品の流れ 物流 、取引の流れ 商流 、および情報の流

れ 情流 を、物品管理コンピュータ・システムを使い管理することにより、トレーザ

ビリティなど医療の安全を確保すると共に、コスト削減、原価管理など病院経営改善・

効率化に資するための『物品・物流管理システム』のことをいう。ただし、「医療材料・

医薬品」に限定した場合、 業務 とは、物流管理業務 医療材料等の定数管理、在

庫・払出・消費管理、受発注管理業務、など 付随業務として調達・購買業務 医療材

料等の価格交渉・決定、一括調達・購買、帳合、など がある。その両方を合わせて

という場合がある。

運営形態として物品・物流管理業務を病院独自に運営するもの、外部の業務に委託す

るものがあり、いずれも である。

日本での の歴史

年頃、サクラ精機社により中央材料質の滅菌業務等に加え、医療材料管理業務

をはじめる。エフエスユニマネジメント社は、医療材料・医薬品・滅菌医材・ 機

器の一元的な病院管理代行業務をはじめた。川鉄病院などが病院独自に医療材料の定

数管理法を導入した。院外供給・預託型は 年頃にユニファ社が原三信病院にて

開始した。 年に伊藤忠商事が日本医科大学多摩永山病院で開始した。医療機器販
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売業者としては 年に中川誠光堂が物流管理システムおよび業務管理を開始した。

以降商社の参入に対抗して、多数の医療機器販売業者が院外供給・預託サービス提供

を開始された。

の目的

の導入する目的としては、病院が抱えている在庫、在庫関連業務、管理業務の

課題を解決することである。つまり材料費用の削減、看護スタッフの負担軽減、在庫

管理、使用・消費情報のデータ管理、保健請求漏れ防止、発注・管理業務の簡素化・

効率化、物品の質・安全性の確保、院内スペースの有効活用である。期待さえる効果

としては経営支援の観点から原価管理や物流情報と電子カルテとの連携、手術室の運

営支援およびセット・キット化、医薬品管理など外部委託業務の拡大、医療安全・ト

レーサビリティである。

また、運用の基本は「定数物品を配置し、消費後に補充するサイクルを確立するも

のである。よって管理対象となる物品は、定数物品・非定数物品・高額物品に分類さ

れる。

の運用形態

運用形態の要点は、運用担当が誰か・元倉庫はどこにあるか・元倉庫および物品の所

有権はだれかの３つに別けられる。

運用担当は、病院が自主管理するものと、 業者に委託するものがある。病院が

運営する場合の課題は人的問題である。担当責任者の育成および院内ルールの確立に

苦労する。職員の 不理解から物品マスタの未登録により、定数管理・データ管

理ができないというケースも起きている。一方、外部の 業者に委託する場合は、

すべての購入価格情報が知られることは課題となる。

元倉庫については、病院、 、納入業者・貸出業者の３通りの倉庫に別けられる。

病院の倉庫・物流センターは病院購入物品が対象となる。 事業者の院外物流セン

ターは、定数物品を病院に預託するケースが大半である。納入業者・貸出業者の場合

も特定保険治療材料の貸出が主で 業者のそれと同様である。

物品の所有権移行時期については、病院の購入品・ 事業者の預託品・貸出業者

３通りに別けられる。病院の購入品については、納入業者が病院に納品し病院が検収・

受領した時点で所有権が移行する。 事業者の預託品については、預託品を患者に

しようした時点で所有権が病院に移行する。貸出業者の場合は、貸出品を使用消費し
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た時点である。

物品の売買契約についても 通りあり、病院と納入業者・貸出業者間、病院と

事業者間、病院と 業者・納入業者貸出業者の契約混在型がある。売買契約につ

いては、契約混在が大半である。

つまり運用形態については、管理業務を病院自らが行うか・外部委託か、在庫保管

場所は病院内倉庫か・事業者の倉庫・物流センターか、管理対象品が購入品か・預託

品あるいは貸出品か、になる。

運用形態の実際

の業務運営形態はさまざまで、倉庫を院内で管理するものや院外に設けるもの、

管理対象物品を購入する形態から預託品であるものまである。そのケースについて、

まとめた。

① 院内供給・購入。自主管理 病院購入品

物品管理システムを導入し、病院自らが 業務を行う。本来の姿である。

② 院内供給・預託・自主管理 納入業者預託品

納品業者に物品を院内倉庫に預託させ、病院職員が 業務を行い消費後に購入す

る。院内の不稼動在庫の処分責任が曖昧になり、病院職員の管理体制が不十分になる。

成功事例はすくない。

③ 院内外併用・預託・自主管理 納入業者預託品

納入業者に物品を院内倉庫に預託させ、病院職員が 業務を行うとともに、物品

によっては納入業者に定数カードを支給し、納入業者が院内配送をおこない消費後に

購入する。

④ 院内供給・購入・業務委託・管理代行 病院購入品

業務を 業者が代行して院内管理業務を行う。一般的に行われている型であ

る。 業者が医薬品の配送、滅菌業務の代行、 機器管理業務などを行うケース

がおおい。

⑤ 院内供給・預託・業務委託・管理代行 納入者預託品

上記②における病院職員が行う 業務を 業者が代行して院内管理業務を行う。

⑥ 院内供給・預託・業務委託・販売 業者預託品

業者が預託品を院内倉庫に管理し、各部署に預託配置し、消費後に物品の所有権

が病院に移転する。

⑦ 院外供給・預託・業務委託・販売 業者預託品
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業者の院外倉庫・物流センターから直接、物品を部署に預託配置し消費後に所有

権が病院に移転する。課題として、使用中止した残存物品の問題や購入先が 事

業者１社となり価格交渉の際に不利にならない様に対策が必要である。

⑧ 院外供給・再預託・業務委託 納入者預託品

業者の院外倉庫・物流センターに納入業者が預託し、 事業者が加工 小分け・

カード添付など し、部署に再預託配置し、消費後に所有権が病院に移転する。

業者として契約病院がふえると保管棚もそれに応じて必要となる。

⑨ 院外供給・貸出業者管理 貸出品

貸出業者が貸出品 カテなど特定保険治療材料、高額物品 を病院に貸出す。管理は貸

出業者が行うケースが多い。物品購入の多くを占める為、管理方法・体制確立が大切

である。

先行研究

福井

医療サプライチェーンにおけるキープレイヤー間では比較的限定された情報伝達

しか存在せず、その限定された情報伝達でさえ複雑な注文システムと非効率的な情報

技術によって構成されている。図表１で確認するが医療サプライチェーンは典型的に

複雑な構造ゆえに、不規則に商品は流れ、そして紙媒体を介しての取引が基本となっ

ていることが未だ多い。手動か自動かという情報管理の違いは、時間と人件費とに関

わってくる。特に，「無駄な時間」は、 のシステム

に関わる重要な要素であり、よく統合された情報交換システムが必要である。より少

ない実行レベルは物流の過程の中での「無駄な時間」を減らすことができる。

部署における主な医材の管理者を看護師が医材管理を行っている。看護師が在庫管

理を行うことで，看護師の仕事量が増加したことにより，病院はより多くの看護師を

雇うことになり，よってより多くの給与（人件費）を支払う必要性が出てくるのであ

る。週 日の材料の補充がある場合、ある看護師は本来の看護師の仕事以外に勤務時

間の 分間を在庫管理に費やす必要がある。

その他に問題となるのは購買力である。日本の医療業界は，他の組織と情報を共有

するということが困難であるため、他の組織や病院が共同しての医材料の購買という

システムは発展していない。そのため、複数の病院が共同し購買能力を持つにはどの

福井早苗 「日本医療経営における の現状 米国事例の比較を通して 」『日本医療経営学会誌』 ７ １。
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ように情報を共有し、地域連携を取っていくかが今後の課題になる。対策として、サ

プライヤーや外部委託企業などの多面的に調査し、その特性と病院の要望とが合致す

るような、より効率的・効果的な日本特有の のシステム作りを検討していく必

要がある。以下では２病院の例を説明する。

図表１ 医療サプライチェーンの複雑な階層

出典 より作成

トヨタ記念病院

医療機器の納入に際して、多段階問屋制を廃止して 業者に一括した窓口を担わ

せた。メーカーや取り次ぎとしての問屋の協力のもと商流のシンプル化に取り組み、

物の流れの無駄を省くことを目指した。

現場が欲しいと思う物品の必要性を検証されず、実質的に現場から取引先に発注され

るケースが散見された。それを防ぐため が一括管理することとした。結果、新た

な購入の必要性の検討、他職場で使用しているものを共有できないかを検証し発注す

る。調達部署は相見積もり、他病院購入価格調査を実施し、妥当な価格で購入する。

依頼⇒計画⇒発注のシステムにより組織内相互牽制の関係を維持する。

医療用品の備品保管する大きな在庫ルームがある。その在庫ルームの無駄を見直し

在庫の中身、利用頻度を捉える。在庫の多くが利用されないまま在庫ルームに保管さ

れていること、無駄に置かれた在庫であったことが判明し、在庫ルームの品目は６割

程度にまで削減された。在庫の無駄が排除されることで取り違えの可能性も減少した。

医材料の供給者 医薬品・医療機器を含む

代理店など 卸売り業者など

病棟

クリニックなど

患者
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在庫がはっきりすることで全体としてのコスト削減にもつながる。類似品目は統合す

ることができる。また院内で具体的な品目の展示会を開催し、本当に必要とされる医

療器具の確認も実施された。入院注射薬の取り揃え業務において、薬剤師ではない非

資格者でも安全かつ迅速に取り揃えセット業務を行える体制に向けて、安全かつ効率

的な業務体制を構築している。専門職である薬剤師、看護師の業務が大幅に軽減でき、

薬剤管理指導業務やベッドサイド業務などへの本来業務にシフトしてもらうことで医

療の質の維持・向上に繋げている。

刈谷豊田総合病院

病院経営でコスト意識をもつことが軽視されがちであるが、患者および医療従事者の

満足・納得という基準をもってコストを意識している。価値基準である 「本当にそれ

が価値を生みだしているか？」ということを問う姿勢 を明確にし、どのような行為が

価値ある行為であるか現状否定ができるようになれば、業務の中に潜む「ムダ」をな

くしたり、業務全体を効率化させたりできるようになる。現状に対して「何故？」と

繰り返し問い続けることで付加価値を高めることに貢献しないムダを発見し、改善す

る契機をつかむことができる。

３． の活用による病院経営効率化

の活用により業務をシンプル、スリムにすることで業務効率化がなされる。

結果、人件費・院内物流・医療材料費 医薬品費 の面で病院経営に好影響をもたらす。

以下の の活用による病院経営の効率化についてのべる。

人件費コストを意識し再考する

トヨタ記念病院薬剤部の報告等にもあるように、非医療従事者を有効に活用するこ

とで人件費コストを軽減することを意識すべきである。これは薬剤師の人員削減を目

的とするのではなく、薬剤師を臨床薬剤業務にシフトさせることで業務の質を向上さ

せることができ本来の薬剤師としての役割を達成できる。

非医療従事者をシステムに組み込むためには薬剤在庫業務管理を単純化、標準化す

ることが重要で、 の活用が有用と考えられる。多くの場合、病院内での医療材料

管理を行っているのは看護師である。在庫管理の業務が増加するということは、病院

内で人件費が高い者が業務を担っていることになる。日本医療製品物流管理協議会の
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調査では、看護師が医療材料に関わる業務・労働時間 １部署・１日あたり 棚在庫チ

ェック等を含めて 分という試算もある。つまりは、これらの間接看護に関わる時

間が削減され直接看護の時間が増加することによって医療の質向上に寄与することが

できる。

図表 職種別従業員数、平均年齢及び平均支給額

出典：人事院統計表 平成２９年職種別民間給与実態調査の結果より筆者作成

スタッフが材料コストを常に意識する

病院における医療材料の課題として品目の多さから過剰在庫、不良在庫、最悪の場

合は期限切れが発生する。医療材料の年間購入額は 億 万円で常備在庫が

万円であった 堀池 。その理由は各部署の発注する品目・数量に統一性がないこ

とがあげられている。 導入による効果として、過剰在庫、不良・不動在庫が軽減

された。また特定保健医療材料の請求漏れ防止にも対応した。結果として約 万

円の支出削減に至っている。一般病院での医療収益に対する材料費率は約 ％ 薬剤

費率約 ％ であることから、病院経営を考える上では人件費の次に大きな費用項目

となる。収益増も病院経営としては重要な項目であるが、穴の開いた柄杓で水を掬っ

ても非常に効率が悪い。避けられる支出は避け、まして不要な支出は論を俟たない。

つまり不良在庫・期限切れなどは起こしてはならない。ただ、前述にもあるとおり医

療従事者がそれに多くの時間を割くことはあってはならない。費用・時間の効率化の

点からも は自ずと有用であることが示唆される。

一方で、 システムにおける物品請求カードの紛失防止 大友 や使用した

うち時間
外 手 当

(Ｂ)

う    ち
通勤手当

時給換算
160時間/月

医 師

薬 剤 師

診 療 放 射 線 技 師

臨 床 検 査 技 師

栄 養 士

理 学 療 法 士

作 業 療 法 士

看 護 師

准 看 護 師

職 種 名
平均
年齢

平成29年４月分平均支給額(円/単位)

きまって
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シール紛失ゼロ 岩下 の報告がなされている。大友らは毎月の物品回収カ

ードの紛失枚数・金額を提示し意識を高め ％の紛失削減に成功している。 は

不良在庫の削減とともにコスト意識の醸成に活かせるシステムであるとの報告である。

医療従事者自身の医療行為が正当に評価される為にも、 カード・シールの紛失な

どあってはならない。その為にも、医療行為に対してコスト意識を病院組織で十分共

有する必要がある。可能であればすべての物品を 化改善に取り組みデータ管理を

行うことも考慮すべきである。

薬価制度および流通改善の影響を意識する。

新規免疫チェックポイント阻害薬ボニボルマブが世間の話題を集めたことは記憶

に新しい。それとは別に新たな経営面にとって大きな話題となったのは、厚生労働省

が平成 年度に行った緊急薬価改定の対応である。ニボルマブ １瓶

円が 円と のマイナスとなった。それは通常の薬価改定とは別に平成

年 月 日に告知がなされ、平成 年２月１日より適応となった。 年４月の

通常の薬価改定で、ニボルマブは 円から約 ％下げて 円とな

った。 年に黒色腫の薬剤として保険適用されてから 年間で 円値下がり

したことになる。

年薬価改定での医薬品数は約 品目であり、その薬価改定率は ％マイ

ナスとなった。さらに新たに設けられた薬価再算定により【市場拡大再算定】（ゾニサ

ミド、大日本住友製薬）、（デュロキセチン塩酸塩、塩野義製薬）、（ルビプロストン、

マイラン ）、（エルトロンボパグ オラミン、ノバルティスファーマ）、（エベロリ

ムス、ノバルティスファーマ）、（ 型ボツリヌス毒素、グラクソ・スミスクライン）、

（スガマデクスナトリウム、 ）、（リツキシマブ、全薬工業）、（アザシチジン、日

本新薬）【特例拡大再算定】エソメプラゾールマグネシウム水和物、アストラゼネカ）、

ボノプラザンフマル酸塩、武田薬品工業）【用法用量変化再算定】（ニボルマブ、小野

薬品工業）、（ペムブロリズマブ、 ）、（アベルマブ、メルクセローノ）は更に薬価

の変更があった。端的に言えば、薬価改定により倉庫に在庫している薬剤の値段が

％下がることになる。上記の高額薬剤および薬価再算定に該当した薬剤の在庫が

多ければ、さらに影響を大きく受けることになる。日々の納入価格の妥結に加えて、

今後は定期的な薬価改定や特例の薬価改定にも購入担当者は注意する必要がある。ま

た、薬価差益においても医療用医薬品の流通改善に向けて流通関係者が遵守すべき指

針（流通改善ガイドライン）が示され、過度な薬価差益が生まれる構造について指摘・
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脱却が目指されていることから薬価差益への期待はこれまで以上に薄くなることも考

えられる。

つまり、今後は医薬品購入について厳格な管理のもと行わなければ、病院経営にお

いては利益よりも損失の機会が増大することが示唆される。その点で の導入に

より在庫管理が厳格に行われれば薬価低下の影響を軽減させることができる。

図表 効能効果等に伴う市場拡大への対応

出典 平成 年 月 日 中央社会保険医療協議会 薬価専門部会配布資料より

図表 ：医療用医薬品の流通改善への対応

出典：平成 年 月 日 中央社会保険医療協議会 薬価専門部会 資料より
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人材育成

の導入と同時に病院組織内でのコスト意識をもった人材育成は必要である。薬

品 医療材料 医療用機器をはじめてとして、病院はモノがあふれている。そのすべて

を把握し、システム全体の状況を知っている職員は、院内に誰もいないのが実態であ

る 小山 。そうなれば、満点の院内物流システムなどできない。病院運営の基本

はコスト意識を組織全体、個人個人が認識することである。その運営にあたっては病

院の経営側がマネジメントすることが重要である。つまり、院内物流システム管理を

担う人材を確保する必要がある。院内物流システム管理のマネジメントができない組

織は委託型の に頼る必要がある。自組織内で管理できる組織が強い病院経営を

もたらし、院内物流コスト意識を共有される組織こそ安全で質の高い医療と安定した

経営基盤を有する病院となりえる。その点で病院組織内での人材育成が重要である。

４ まとめ

現在の医療機関が医療費抑制と安全要求という相矛盾した２つの圧力にさらされ

ていること 小松秀樹 が指摘されている。病院経営はコストと安全追求がトレー

ドオフの関係にある。このトレードオフが医師や看護師といった医療従事者の負担を

増大させている。病院経営という視点からは、コストの低減プロセスを考慮すること

の重要性を指摘している 。

作業人数を減らすためコストを投入する。この設備によって作業者を１人減らすこ

とができれば、作業者の人件費よりも安いコストで同じ作業ができたなら「コスト削

減が達成された」と認識されやすい。しかし、そもそも作業工程・作業手順を変える

ことによって作業人数をへらす事ができたなら投資したコストは、コスト増と判断さ

れるべきでる。つまり、その作業・仕事は必ずしも必要か、あるいは医師・看護師・

薬剤師を含めた医療人が為さねばならないことかを考えることが重要である。日常の

業務を当然と考える事から脱却し、ゼロベースでもう一度考えることで、必要な人材

を内側から創出できるのではないかと考える。その点で作業工程の見直しのきっかけ

に は有用である。

どのような の運用形態をとるべきかについて述べる。運用担当は業務委託と

し商流をシンプルにする。ただ管理部門において購入価格や不良在庫を意識する人材

育成も行う必要がある。元倉庫については 業者の院外倉庫から直接、物品を部

署に預託配置すること形態が最適である。これも商流をシンプルにすることが大切で
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ある。 業者委託とする場合、価格交渉の不利が生じる懸念があるが管理部門の人

材育成を行うことでそれを防ぐことができる。

病院経営はコスト集中をとるべきである。人・モノ・カネの経営資源を集中的に投

下し競争に勝つ必要がある。その実現にむけて、資源集中の手法として を導入

する。人件費・材料費のコストを再考するとともに業務の効率化を再考する。現場の

職員がコストを意識する組織を形成し、業務の効率化で得られた資源 医療従事者の時

間 を医療の質向上にむけた医療サービス 患者の にむけて に投下することで病

院の差別化がなさる。

５ 考察

地域において医療機関が担う役割は医療レベルの維持であるが、それとともに、そ

の地域における雇用の創出にも貢献している。地方都市では特に強く感じられ、また

その病院を担う母体の多くは、地方自治体などの公共団体である。

しかしながら、その病院の多くが経営に課題を抱えている。病院は儲けなくてよい

という考え方もあるが、地域から望まれる病院であるなら、その機能とともに病院経

営も継続されるべきである。そうでなければ最適化されるべきである。その点では一

般企業と同様であり、継続のためには組織の効率化・最適化の考え方は持ってしかる

べきである。病院組織に所属する者すべてがその業務内容・行動が組織全体の経営に

寄与しているかを常に意識し、個人がその仕事に取り組むべきである。

医療材料の問題については、経営の面では材料費は人件費の次に費用が多く経営に

影響を与える要素である。外科病棟で１人の外科医が入れ替わったために、病院全体

の物品管理や物流のすべてを変更するか それとも外科医を再度入れ替えするかとい

う大問題まで発展する 小山 とあり、院内物流に影響をあたえる因子として医師

の異動がある。 を選択する場合、自身の病院において医師の異動が大学の人事に

よるものであるなら、大学および関連の施設が導入している を採用することも

運営面や医師の異動後も効率化がなされることが推測される。例えば 県の 大学

および関連施設や 県 大学関連施設 医療センター中央市民病院などでは 社の

が採用されている。

データを利用しての経営分析を行う際、診療報酬額が基準となることから高薬

価の抗がん剤の使用ケースや整形外科・循環器科・脳神経外科での材料費が高いケー

スでは診療報酬額が高くなる。その診療行為が病院に利益をもたらしているかを判断
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する際には、 データだけではなく粗利益を計算して経営指標とする必要がある。

を利用し特定医療材料費とともに小額な医療材料・衛生材料費までも管理するこ

とで正確な原価計算を算出することに繋がる。

作業および費用の効率化を実現することを契機に職員がコストを意識する とし

て有用な手法と考える。
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